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日常生活と宗教文化
─戒律をめぐる問題を中心に─

星野　靖二

開催概要
【日時】平成26年２月13日（木）13：00～17：30
【場所】國學院大學学術メディアセンター５Ｆ　会議室06

【司会】
井上順孝（國學院大學）

【登壇者】
ジ�ュリア・イプグレイヴ（英国ウォリック大学、教育学センター、宗教教育研究部、上席研究員
［Senior� Researcher,� Warwick� Religions� and� Education� Research� Unit,� Centre� for� Education�
Studies,�University�of�Warwick,�England］）［基調講演］

アンキタ・ジャイン（東京大学大学院）「発題：インド宗教をめぐって」
野田ドリット「発題：ユダヤ教をめぐって」
クレイシ・ハールーン（ジャパン・イスラミック・トラスト）「発題：イスラームをめぐって」
小田淑子（関西大学）［コメンテーター］

【プログラム】
13：00～15：10　第一部
　　13：00～13：15　趣旨説明、井上順孝
　　13�：15～14：15　基調講演と質疑「�イギリスにおける多民族・多宗教の問題とその解決をめぐっ

て─教育の現場を事例に─」ジュリア・イプグレイヴ
　　14：15～14：35　発題と質疑「インド宗教をめぐって」アンキタ・ジャイン
　　14：35～14：55　発題と質疑「ユダヤ教をめぐって」野田ドリット
　　14：55～15：15　発題と質疑「イスラームをめぐって」クレイシ・ハールーン
15：15～15：30　休憩
15：30～17：30　第二部
　　15：30～15：45　コメント、小田淑子
　　15：45～17：30　総合討議

主催：研究開発推進機構日本文化研究所
共催：科学研究費基盤（Ｂ）「宗教文化教育の教材に関する総合研究」（研究代表者：井上順孝）
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【趣旨】
本フォーラムの趣旨は、様々な民族的・文化的背景を持つ人々が日本社会で生活するという局面

に焦点を合わせ、そこでどのような状況が生じているのかを検討し、その際にそこに宗教文化がど
のように関わっているのか、とりわけ戒律をめぐる問題についてどのように対処しているといった
ことについて議論するというものであった。これは日本文化研究所がこれまで推進してきた宗教文
化教育と結びついており、現代の日本社会における現在進行形の問題として検討していかなければ
ならないという問題意識において本フォーラムは企画された。

当日はまず日本文化研究所所長、井上順孝より趣旨説明があった。続いて英国ウォリック大学、
教育学センター、宗教教育研究部、上席研究員のジュリア・イプグレイヴ氏より「イギリスにおけ
る多民族・多宗教の問題とその解決をめぐって─教育の現場を事例に─」という題目で基調講演が
あり、英国の多民族・多宗教状況とそれへの対応が参照すべき先行事例として述べられた。続いて、
実際に日本で生活する上で、様々な宗教文化の実践との関わりでどのような問題や注意点があるの
かについて、日本で暮らす外国籍の方三名より、自らの経験や思うところと合わせて、それぞれの
信仰実践に関連させた発題を受けた。まずインドからの留学生で、ジャイナ教の実践者であるアン
キタ・ジャイン氏に「インド宗教をめぐって」という題目で発題をお願いし、次にイスラエル出身
の野田ドリット氏に「ユダヤ教をめぐって」という題目で発題をお願いした。最後にジャパン・イ
スラミック・トラストのクレイシ・ハールーン氏に「イスラームをめぐって」という題目で発題を
お願いし、その後これら全てを受けて小田淑子氏（関西大学）よりコメントがあり、これを踏まえ
て全員による総合討議を行った。小規模なフォーラムとして企画されたが、40名程の参加者を得て、
活発な討議が行われた。

【会議概要】

１．趣旨説明

日本文化研究所所長、井上順孝による趣旨説
明では、本国際研究フォーラムの背景として、
かねてから国際的な視野において研究を進める
必要性が意識されていたことが指摘され、その
一つの帰結として宗教文化教育への取り組みが
なされるようになり、その具体的な形として宗
教文化教育推進センターが設立され、宗教文化
士の認定試験が行われるようになったことが述
べられた。

この宗教文化教育の一つの目的は、宗教にま
つわる知識を単に机上のものとするのではな
く、現実の社会生活との連続性において捉える
ということであり、例えば自分と異なる宗教文
化の実践者との関わりにおいて無用なトラブル
を避けるために、何が重要とされているのか、
あるいは忌避されているのかといった実践的に

必要な知識を身につけることが目指されている
が、そうした観点から本国際研究フォーラムは
戒律の問題に焦点を合わせたとされた。

このように戒律の問題を取り上げたことにつ
いて、一見これは日本、あるいは東アジアの宗
教文化においては無関係に見えるかもしれない
が、そのように遠い他国の問題として捉えるの
ではなく、一方では戒律を重要なものとする宗
教文化があることを具体的な事例において認識
すること、他方ではまたそれが現代日本におい
ても無縁なわけではなく、現在進行形の課題と
して捉えるべきことが指摘され、そのような視
点から発題が行われるとされた。そして、こう
した問題を考えるために英国の事例を参照する
必要があると述べて、基調講演へと話がつなげ
られた。
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２．基調講演「イギリスにおける多民
族・多宗教の問題とその解決をめぐっ
て─教育の現場を事例に─」
英国ウォリック大学、教育学センター、宗教

教育研究部、上席研究員のジュリア・イプグレ
イ ヴ 氏（Julia� Ipgrave,� Senior� Researcher,�
Warwick� Religions� and� Education� Research�
Unit,�Centre�for�Education�Studies,�University�
of� Warwick,� England）より「イギリスにおけ
る多民族・多宗教の問題とその解決をめぐって
─教育の現場を事例に─」という題で基調講演
が行われた。講演は英語で行われたが、事前に
作成した日本語訳が配布された。以下概要を示
すが、日本語訳はその後改稿して『日本文化研
究所年報』第７号（2014年９月）に講演録とし
て掲載* されている。
*�http://www.�kokugakuin.�ac.� jp/oard/nenpo7.
html

はじめに
イプグレイヴ氏は英国の多民族・多宗教状況

について三点指摘することから話を始めた。す
なわち第一に、英国における多民族・多宗教状
況は、特に都市部に焦点を合わせるならば、例
えば2012年のロンドン五輪においてロンドンの
多文化主義と文化的多様性が美点として示され
たように、必ずしも問題視されている訳ではな
いということ、第二に同時に今日の英国におけ
る文化・民族・宗教の多様性は、明らかにいく
つかの課題を抱えているということ、そして第
三に、確かに国家はそれらの課題の解決を模索
しているが、しかしながら問題点が的確に把握
されていないためにうまくいっていないという
ことである。

これらを前提としてイプグレイヴ氏は、特に
教育の問題に焦点を合わせ、英国社会における
文化的多様性に対する取り組みとその変容につ
いて示すとした。そこで教育は公的領域と私的
領域の結節点とされ、学校はそのような場とし
て機能するものとされる。実際に英国の多文化

主義的な性格を示した二つの重要な報告、『ラ
ンプトン報告（Rampton Report）』（1981年）と

『スワン報告（Swann Report）』（1985年）は共
に教育に関する報告であった。

英国における民族的・宗教的多様性の様相に
ついて簡単に確認しておくと、2011年の人口調
査によれば英国全体で白人は80％前後、キリス
ト教徒は60％前後であるのに対して、アジア人
７％、黒人３％、またムスリム4.5％となって
おり、白人・キリスト教徒が多数派の座にある
とひとまずいうことができる。しかしそこには
地域差の問題があり、例えばロンドンには白人
英国人はわずか45％しかおらず、ムスリム
12.4％、ヒンドゥー教徒５％、ユダヤ教徒1.8％
となる。またバーミンガムでは白人英国人
53％、ムスリム21.8％となっており、レスター
ではロンドン同様、白人英国人が半分以下の
45％であり、ムスリム18.6％、ヒンドゥー教徒
15.2％となっている。もちろんこうした状況は、
かつての植民地からの移民を大きな要因とする
ものであるが、移民の流入は現在進行形で行わ
れており、その意味で民族的・宗教的な多様性
は強められ続けているのである。

このように概観した上で、イプグレイヴ氏は英
国における少数派への３つの見方についてまとめ
るとした。それらはすなわち以下の３である：

ⅰ�社会の犠牲者としての少数派
　（Minority�as�a�victim�of�society）
ⅱ�社会における行為者としての少数派
　（Minority�as�an�actor�in�society）
ⅲ�社会への脅威としての少数派
　（Minority�as�a�threat�to�society）

ⅰ犠牲者としての少数派
第二次世界大戦後に植民地から英国に渡った

移民達の多くは、移住先のコミュニティから否
定的で人種差別的な扱いを受け、人種差別主義
者による嫌がらせは学校でも路上でも行われた。

こうした状況において、特に黒人生徒の成績
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不振が問題となった。入学時に高い成績を修め
ていたにも関わらず、入学後すぐに成績を落と
してしまうという現象が生じ、これについて
1981年の『ランプトン報告』は人種差別と教育
差別が原因となっているという結論を出した。

1985年の『スワン報告』もまた人種差別に基
づくいじめや、意識的・無意識的な人種のステ
レオタイプ化に言及しながら、少数派の子供と
家族が差別的な状況に置かれていることを指摘
した。これを受けて『スワン報告』は、状況の改善
のための４つの戦略を挙げた。すなわち、⒜文化
的同化（assimilation）、⒝反人種主義教育（anti-
racism）、⒞文化的適応化（accommodation）、
⒟肯定的是正措置（affirmation）である。

⒜文化的同化戦略では、生徒の民族性と文化
的背景を棚上げして先天的な能力を評価すると
いう、「人種的偏見を排した」アプローチが用
いられるが、無意識レベルの人種差別意識が介
在するなどといった理由において有効ではない
ことが『ランプトン報告』・『スワン報告』にお
いて指摘されている。この意味で、何らかの外
部的な介入が不可欠なのである。

⒝反人種主義教育戦略は、反人種主義を教育
して生徒達にこれらの問題を自覚化させるとい
うものであり、一定の効果を上げたが、しかし
逆に、例えば黒人対白人などの人種的な対立の
枠組みに落とし込む形で構図を単純化してしま
う、あるいは対立を強化してしまうという問題
もあった。この戦略は、80年代以降批判を受け
て信頼を失ってきており、例えば黒人対白人と
いう図式において白人が阻害されるという問
題、あるいは「少数派」の中の多様性、とりわ
け宗教的アイデンティティの多様性に目を向け
ていないという問題などがあることが指摘され
ている。

⒞文化的適応化戦略は、学校側が異なる文化
的集団からの要求を反映させ、教育の場におい
て学校側からの要求が生徒の信仰と齟齬しない
ようにすべきであるとするものであり、『スワ

ン報告』はこれを提唱していた。例えばムスリ
ムの生徒について、学生食堂におけるハラール
食の提供、水泳の授業において男女を分けるこ
と、またスカーフなどの着衣の承認などが行わ
れ、こうした対応は広く行われるようになって
いる。こうした対応は政府が一律に規定できる
ようなものではなく、個々の学校の裁量に委ね
られているが、どの要求を聞き入れるべきかを
判断することは難しい。その意味で、学校側と
少数派コミュニティとの間の交渉が不可欠と
なっている。

⒟肯定的是正措置戦略では、生徒の宗教や文
化を学校の行事やカリキュラムにおいて積極的
に承認・尊重することが試みられる。例えば少
数派の生徒たちの宗教的・文化的背景を授業で
取り上げたり、あるいは宗教行事を学校の行事
として行ったりすることによって、生徒たちの
自尊心を育み、また学校という場へのより積極
的な参加を促しているのである。こうした取り
組みについて、教育的な観点から見て内容が不
十分であるという批判や、あるいは少数派の生
徒たちが少数派であることを可視化・固定化さ
せてしまうという批判があるが、前者について
は内容の改善を続けていくことによって対応可
能であり、後者については、そうした措置が該
当する少数派の生徒たちのために行われている
と考えるのではなく、全ての生徒たちに有益な
ものであると捉え直すことによって解消されて
いくだろうとイプグレイヴ氏は指摘した。
『スワン報告』は、教育の場における文化的

適応化戦略や肯定的是正措置戦略の実践に大き
な影響を与えたが、よりマクロな次元では、英
国社会を多人種的で多文化的な社会として描
き、文化的多様性こそが英国社会全体を特徴付
けていると提示するものであった。これを受け
て学校において生徒がその文化的アイデンティ
ティによって阻害されることがあってはならな
いという理念が掲げられ、その実現のための戦
略が示されたのである。
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ⅱ行為者としての少数派
「社会の犠牲者としての少数派」という見方

においては、少数派コミュニティは社会の多数
派から差別を受けているという発想があった
が、「社会の行為者としての少数派」という見
方では、少数派コミュニティは英国社会の内部
において自らのコミュニティ独自の空間を積極
的に交渉して形成していく活動的な存在として
捉えられることになる。すなわち少数派コミュ
ニティは、しばしば祖国における人間関係や
ネットワークを保持しながら、英国社会内に自
らの共同体を形成することを試みるのであり、
かつ多くの場合それは信仰共同体的な性格を持
つ。そして、その信仰共同体を維持し、展開さ
せていく際にも、教育に焦点が合わされること
になる。

・自分たちの面倒は自分たちで見る
『スワン報告』が出される前から、移民コミュ

ニティの間には自分たちで子弟教育を行うとい
う伝統があった。長い間英国国教会の教会付属
学校は国費によって担われてきたが、19世紀中
葉になるとローマ・カトリックやユダヤ教の学
校に対しても国家から助成金が出るようにな
り、アイルランド人移民の子弟や、中東欧地域
からのユダヤ人移民の子弟がそうした学校に通
うようになっていた。
『スワン報告』は、このようにある信仰共同

体と結びついた「信仰学校� faith� school」の設
立を推奨していたわけではなく、むしろいかな
る宗教的・文化的背景をもつ子弟にも平等に開
かれた教育を模索するものであったが、結果と
しては以後多くの信仰学校が設立され、むしろ
分離主義的な傾向が見られるようになった。実
際に過去数十年の間に信仰学校の数は急増して
おり、かつ1997年以降はイスラームなどのユダ
ヤ・キリスト教以外の信仰学校に対しても国家
から助成金が出るようになった。現在、助成金
を受けている学校のおよそ三分の一が何らかの
信仰共同体と結びついている。

更に言えば『スワン報告』後に信仰学校の性
格も変化し、例えばイスラームに基づく信仰学
校が子弟のムスリム・アイデンティティの維持
を訴えているように、生徒の宗教アイデンティ
ティや宗教的価値観の保護により力点を置くよ
うになってきている。学齢期のユダヤ人の60％
が学ぶユダヤ教の学校についても、かつては英
国社会への橋渡しとしての性格を持っていた
が、近年はユダヤ教やユダヤ文化についての教
育を強化して、ユダヤ人アイデンティティの保
持を打ち出すようにようになり、英国国教会の
教会付属学校でさえよりキリスト教色を強めた
教育を行うようになってきているという。

・社会空間をめぐる交渉
こうした状況において、それぞれの信仰共同

体は自らの主張や、あるいは自らの位置付けに
ついて、その共同体を取り巻くより広い社会と
交渉する必要が生じた。ターバンを着用する
シーク教徒は、1970年代にオートバイ運転者の
ヘルメット着用を義務付ける新法からシーク教
徒を除外するよう交渉し、またムスリムたちは
1980年代に論争を起こしたサルマン・ラシュ
ディの『悪魔の詩（The� Satanic� Verses）』を
一つのきっかけとして、その後例えば1997年に
結成された英国ムスリム議会のような中間団体
を組織して公的機関と交渉するようになった。

政府側も、国家・地域レベルにおいて、そう
した信仰共同体と結びついた中間団体と協働す
ることが有益であると見なしており、例えば
1990年に設立された都市部宗教会議（Inner�
City�Religious�Council）では、それぞれの信仰
共同体の代表者が定期的に会合を開いており、
国や自治体との交渉の一つの窓口となってい
る。逆に言えば少数派コミュニティが公共圏に
関わっていく回路が開かれたのであり、翻って
少数派コミュニティの側にも、例えば地方自治
省が関わる地域住民再生プロジェクトへの参加
のように、自らの利害のみに捕らわれず、他の
諸集団と協働して公益を追求するという動きも
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見られるようになった。
こうした動きは『スワン報告』に示されてい

た文化的適応化戦略や肯定的是正措置戦略と結
びついていた。すなわちこれら二つの戦略にお
いて、社会と少数派コミュニティとの交渉が不
可欠であることが示され、信仰共同体の側、公
的機関の側も、交渉の必要性を認識して実践す
るようになったのである。しかし、依然として
どこまで少数派コミュニティの意見を取り入れ
るべきかという問題が残っている。

ⅲ脅威としての少数派
近年、特に最大の少数派であるムスリムに対

する態度の変化と関連して、「脅威としての少
数派」という見方が出されている。『スワン報
告』において、少数派は社会から差別されてい
るが故に守られるべき存在として描かれていた
が、ここ十年ほどを見るならば、保守的な立場
からだけではなく、リベラルな立場からも多文
化主義に対する疑義が呈されるようになってき
ており、逆に社会の側が少数派から守られるべ
きであるという議論が出されているのである。

・脅威：分離主義
21世紀の初めに起こったいくつかの事件は、

多文化主義は分離主義を強め、英国社会の統合
を脅かす、という以前から存在していた懸念を
決定的に強化した。2001年に出されたある報告
書は、ブラッドフォード北部の街にあるパキス
タン人のムスリム・コミュニティが「自己完結
的」で「パキスタンとの強い繋がりを持つ」こ
とを指摘し、英国社会から分離する傾向を示し
ていることを懸念していた。

折しもこの頃にその街などで若者による暴動
があり、後に政府はこれについて異なるコミュ
ニティ間の齟齬が問題であって、単なる知識だ
けでなくコミュニティ間の人的交流が必要であ
るという報告書を出した。しかし、世間一般で
は多文化主義的な政策の帰結としてこうした暴
動が引き起こされたとされ、信仰学校は英国社

会を分断し、その統合を損なうものとして批判
を受けるようになった。

・脅威：リベラルな合意を脅かすもの
こうして、多文化主義という理念に対して、

多様な価値体系を公共圏において承認すること
によって、英国的な価値を損なってしまってい
るのではないかという議論が出されるように
なった。『スワン報告書』では、文化的多様性
を尊重し差異に対して寛容であるべきことが一
貫して述べられていたが、様々な価値体系の間
には、宗教的教義の位置付けや、あるいは特に
ジェンダーにまつわる問題などをめぐって、確
かに相互に衝突するような面もあるのである。

こうした状況を受けて、公共圏において少数
派に対する文化的適応化戦略をとることは、西
洋社会を基礎付けているところの世俗的でリベ
ラルな合意を脅かすという、リベラルな立場か
らの批判が出されることになる。こうした観点
から、公共の場において宗教的衣装、とりわけ
顔を覆うようなニカーブを着用すること、ある
いは公務員が宗教的なシンボルを身に付けるこ
となどが問題視されるようになり、更にはリベ
ラルな価値と相容れないような教育を行ってい
る信仰学校に対して国家が助成金を出すことな
どについても批判が加えられるようになった。

・教育現場からの応答：コミュニティの結束
こうした批判を踏まえ、英国の教育現場では、

多様な宗教的・文化的背景を持つ人々を統合
し、結束させる必要性がより強調されるように
なった。今や分離主義を連想させる「多文化主義」
ではなく、「コミュニティ同士の結束（community�
cohesion）」がいわれるようになり、そこでは
英国社会内におけるコミュニティ間の分断の乗
り越えと、それらの相互理解の促進が目指され
ている。その一環として、他文化の人々との交
流を推進するために、例えば白人が多い学校と
ある民族を中心とする学校、あるいはキリスト
教の信仰学校とイスラームの信仰学校といった
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ように、出自の異なる学校同士の友好的な交流
を促進する「学校連携プログラム（School�
Linking� Programme）」 が2007年 に 教 育 省 に
よって開始され、同様の試みが他にもなされて
いる。

・教育現場からの応答：批判的視座
また多文化学習の内容にも変化があり、文化

的多様性の尊重と同時に、批判的視座をも涵養
することが望まれるようになった。2007年に発
表された公立学校における宗教教育に関する政
府の調査報告は、「9.11以後の社会における宗
教状況の変化に効果的に対応する」宗教教育の
重要性を強調し、「我々は、生徒に宗教をただ
無批判に『良いもの』と受け入れさせるべき、
といった発想を放棄しなければならない」と宣
言した。これを受けて、現在、宗教教育の授業
において取り上げられる問いには以下のような
ものが含まれている：

− �「宗教のアイデンティティは、信者にとっ
て、国家のアイデンティティよりも重要
であるべきだ」という命題についてあな
たはどう思うか？

− �21世紀において信仰学校は不適切である
という見解について議論せよ。

− �多文化主義に対する信仰者たちの態度に
ついて説明せよ。

こうした批判的視座の強調は、一方では子弟
を宗教的過激主義から守るために試みられたも
のであったが、他方でそれはリベラル民主主義
の価値を学ばせるための方策であるともされ
た。 国 家 宗 教 教 育 会 議（National� Religious�
Education�council）が2009年に作成した報告書
においては、自らのものを含めたあらゆる信仰
や価値について批判的視座を持つ権利が万人に
与えられていることこそがリベラル民主主義の
最大の特徴であるとされている。しかし、こう
した発想は西洋的・世俗的世界観にはよく適合

するものの、これを受け入れがたい文化・宗教
があることも確かであろう。かくして問題は多
文化主義教育の出発点に差し戻されてしまっ
た。すなわち、多数派が是とする教育と、それ
を受け取る少数派の生徒との間に依然として不
均衡が存在しているのである。

おわりに：将来への展望
このようにイプグレイヴ氏は英国社会におけ

る民族的・宗教的多元性の問題について、教育
現場で見られる様々な事例に触れながら考察を
加えた。話は文化的多様性の尊重という理念が
近代英国社会の特徴として掲げられた地点から
出発したが、しかし最終的には、その尊重され
るべきはずの文化的多様性に疑義が呈されてい
るという現状が指摘された。

これは英国の文化的多様性をめぐる今後の展
開に希望を持たせるものではないかもしれない
とした上で、しかしイプグレイヴ氏は同時に、
これによって英国社会がこれまで育んできた理
念が完全に放棄されることにはならないだろう
と述べた。多文化主義は既に英国国民の意識に
あまりに深く根付いており、その社会を基礎付
ける特徴と見なされている。更にいえば、国家
や地方自治体の運営の過程において、少数派コ
ミュニティと交渉して合意を形成することは不
可欠となっており、また信仰学校についても、
その廃止を求める運動が行われている一方で、
既に英国の教育制度の中で欠くことのできない
重要な位置を占めているのである。

最後にイプグレイヴ氏は、様々な学校への調
査を経て、英国の若者達の間に「私たちの国は
多文化主義を掲げる。私たちは互いのことをよ
りよく知っていくべきであり、それよって、共
に歩んでいけるようになる」ということへの確
信があることを知ったとし、講演の冒頭で指摘
したように2012年のロンドン五輪において多文
化主義と文化的多様性が美点として示されたの
は、それを誇りに思っている人々がいるからこ
そなのであると締めくくった。
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３．発題１「インド宗教をめぐって」

基調講演を受けて、まず現在東京大学大学院
で学んでいるインドからの留学生で、ジャイナ
教の実践者であるアンキタ・ジャイン（Ankita�
Jain）氏より「インド宗教をめぐって」という
題で発題があった。

最初にアンキタ氏はインドの文化的多様性を
指摘し、例えばインドには28の州と７の連邦直
轄領があるが、それぞれの州が独自の文化と伝
統を持つとした。これと結びついて今日のイン
ドにおける宗教的信仰システム� the� religious�
belief� systems�も多様であり、一方に例えばヒ
ンドゥー・ジャイナ教・仏教・シーク教のよう
にインドで生まれた諸宗教があり、他方に例え
ばイスラーム・キリスト教・パールシー教（ゾ
ロアスター教）のように外からもたらされ、今
では社会的に統合された諸宗教もあるとした。
そして、これらについてアンキタ氏は、それぞ
れの宗教伝統の概要を多くのスライドを交えて
紹介した。

こうした状況において、インドの現行憲法は
信教の自由を基本的権利として明記しており、
国家は世俗主義を旨として全ての宗教を等しく
取り扱い、かつ国民それぞれが、それぞれの宗
教に基づいて生きることが認められていると述
べた。そしてこのようにインドにおいては多様
性を保持した統合�unity� in�diversity�が行われ
ており、もともと自分の文化や宗教、あるいは
その価値観を守りながら、自分と異なる宗教伝
統を奉じる人々と日常的に交流しているため、
例えば日本のように異なる宗教文化を持つ社会
においても、その違いを尊重して適応すること
ができるとした。

４．発題２「ユダヤ教をめぐって」

次に、イスラエル出身の野田ドリット氏より
「ユダヤ教をめぐって」という題で発題があっ
た。野田氏は自身のこれまでの日本での生活を
苦労話を含めて振り返り、これまで極めて深刻

な問題があったわけではないが、いくつか気に
なってきている点があるとし、その一つとして
日本ではユダヤ教やイスラエルについて、そも
そも知識が乏しいということを指摘した。これ
と関連して、日本の公教育において宗教や、あ
るいはより広く異文化の問題を取り上げない傾
向があることに触れ、教育の場でユダヤ教につ
いての知識が教えられてきていないことと、見
た目が異なるものを自分たちとは別の「ガイジ
ン」として取り扱う傾向とが結びついて、日本
で暮らす次世代のユダヤ人がユダヤの宗教文化
を誇りに思うことができないような感覚を持っ
てしまう可能性があることを指摘した。

また日常的な信仰実践について、まずユダヤ
教の説く根本的な倫理は日本社会におけるそれ
と共通性があるということを前提として指摘し
た。その上で、ユダヤ教の戒律についてコー
シャー（食事規定）などを含めて簡単に紹介し、
しかし日本ではユダヤ人のコミュニティが小規
模であるため、これらの戒律を厳格に守ろうと
するならば難しい点があるとした。例えば、ユ
ダヤ教の礼拝について、日本にはシナゴーグが
ほとんど無く、また正式な礼拝を成立させるの
に必要なユダヤ人の成人男性10名を集めるのも
難しいことが指摘され、また金曜の夜から土曜
日にかけての安息日を守るのも日本社会では不
都合な面があるとされた。

しかし、ユダヤ教をどのように実践するのか
ということについては現実問題として社会や環
境、あるいは個々人によって差があり、野田氏
も日本社会という状況と折り合いを付けなが
ら、次世代にユダヤの宗教文化を伝えていこう
としていると述べた。

５．発題３「イスラームをめぐって」

最後に、ジャパン・イスラミック・トラスト
のクレイシ・ハールーン氏より「イスラームを
めぐって」という題で発題があった。

まずクレイシ氏は、イスラームは生活の全て
の領域に関わるものであり、狭義の宗教として
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のみ捉えるべきではないとした。その具体的な
現れとして、ムスリムの信仰生活の中心となる
モスクが単に礼拝を行うだけの場所では無いこ
と、特にハールーン氏が関わっている大塚モス
クについていえば、日常生活に関わる相談窓口
や、あるいはシェルターとしての機能をも果た
しており、また炊き出しやあるいは東日本大震
災後の支援活動など、社会福祉活動をも行って
いることを述べた。

日本社会においてムスリムであることの問題
については、外国から来た人がムスリムとして
生活するよりも、日本人がムスリムとして生き
ようとする場合に社会的な障壁が多いと指摘
し、例えば日本人入信者とその家族・親族との
関係に問題が生じたことや、日本人女性が入信
してスカーフをしようとする場合に仕事場で問
題になったことなどが紹介された。より一般的
なレベルでは日本におけるイスラーム報道にあ
まりイスラームに対して好意的ではないものが
あること、また現実問題として公安や警察など
から監視対象とされる場合もあることが述べら
れた。

しかし、こうした細かい問題は別として、全
体として見るならば日本社会におけるイスラー
ム理解は良くなってきているとクレイシ氏は述
べ、戒律に関しても例えば食べ物などについて
はそれ程大きな問題となっていないとした。例
えば、日本社会では魚や野菜を中心とした和食
という選択肢があり、また日本の公教育でも食
べ物についてはかなりの協力が得られると指摘
した。

このようにムスリムが日本社会で暮らしてい
く上で深刻な問題は無いとした上で、あえて指
摘するならば子弟教育の問題があるとし、クレ
イシ氏は日本の公教育では例えば年長者を敬う
などといった道徳に関わる教育が必ずしも十分
になされていないとした。クレイシ氏によれば
大塚モスクに併設している幼稚園では既にそう
した教育を試みているが、やはりイスラームの
価値観を教える学校があってほしいとし、特に

中学校以降はイスラームの観点から男女を分け
て教育が行われることが望ましいと述べた。

最後に、東南アジアから日本を訪れるムスリ
ムの観光客の数が増えてきていること、また日
本政府も積極的にそうした人々を引きつけよう
としていることに触れ、かつ2020年に開催予定
の東京オリンピックもまた一つのきっかけと
なって、日本社会におけるイスラーム理解とイ
スラーム社会における日本理解が相乗的に進
み、相互の誤解も解けるようになるのではない
かと述べた。

６．コメント

休憩を挟んで第２部の総合討議に移り、まず
関西大学の小田淑子氏よりコメントがあった。

小田氏はかつてロンドンを訪問した際に人種
的な多様性を実感したことからコメントを始
め、イプグレイヴ氏の基調講演で示された人種
的多様性を示す数値の高さをあらためて指摘
し、他方で現状の日本においてはそこまでの多
様性は無く、日本のグローバル化はほんの入り
口に過ぎないとした。確かに、おそらくは言語
的な障壁もあって、日本が将来的に英国のよう
になるということはないかもしれないが、しか
し先行する試みとして参照すべきであるとし
た。特に基調講演において示された英国の多民
族・多宗教状況に対する対応の歴史、とりわけ

『ランプトン報告』と『スワン報告』において
取り上げられていた初等・中等教育の現場にお
ける報告は、その困難さを含めて示唆に富むと
述べた。

続けて小田氏は、多民族・多宗教状況に伴う
大きな問題として人種差別の問題があるが、人
種差別を問題化して正面から取り上げるような

「反人種主義教育」は日本ではほとんど行われ
ていないのではないかとした。日本には「人権
教育」はあるが、これは主に日本国内の被差別
部落問題に焦点を合わせるものであって、多民
族・多宗教状況を視野に入れる試みがなされて
いないわけではないにせよ、やはり主要な論点
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とはされていない。近年の日本に見られる中
国・韓国に対する嫌悪や反感については、人種
差別として批判的に取り上げることができる側
面があるにも関わらず、それが「人種差別」と
して問題化されることはあまりない。その意味
で、日本社会において現に少数派が暮らしにく
さを感じていることについて、多数派の側が鈍
感にすぎるのではないかと指摘した。

次に小田氏は「リベラルな民主主義社会の公
共空間と各宗教・人種・文化伝統の複数のコ
ミュニティとの調整」という課題が英国におい
て問われてきているとした。基調講演ではⅰ

「犠牲者としての少数派」において同化、反人
種主義教育、適応、肯定的是正措置が、ある意
味では順次試みられたことが示され、ⅱ「行為
者としての少数派」では少数派の人々が主体的
に交渉を行い、自分たちのコミュニティや文化
を積極的に維持しようとしたこと、そしてそこ
には英国への適応を促すことと同時に、分離主
義的な傾向も見られたことが述べられた。そし
てⅲ「脅威としての少数派」では少数派がリベ
ラルな社会秩序への脅威として見なされる傾向
が近年出てきていることが取り上げられ、これ
らは、英国において少数派への配慮、個別性の
尊重から、リベラルな価値の重視へと揺り戻し
があったことを示しているように思われるとし
た。そして、その経緯において明らかになった
のは、リベラルな公共空間はどこまで個別の文
化・宗教を承認することができるのか、あるい
は個別の文化・宗教が公共の秩序によって制限
されることがありうるのか、そしてその交渉・
調整を誰がどのように行うのかといった困難な
問題があるということであり、これらに対して
日本社会も向き合わざるを得なくなるだろうと
指摘した。そして、おそらくは学校という場が
少数派コミュニティと公共空間との交渉の場と
なるであろうこと、そしてそれは衝突の場であ
ると同時に解決の場にもなりうることが述べら
れた。

また、小田氏は公共の側に置かれる「リベラ

ルな価値」が多数派にとって都合が良いものと
される危険性に触れ、欧米社会では意識的・無
意識的にキリスト教文化に偏重しがちではない
かと指摘し、その上で日本において「リベラル
な価値」とはどのように成立しうるかという問
題提起がなされた。小田氏は、例えば日本にお
ける「公序良俗」には、日本人・外国人を問わ
ず、少数派や、例えば同性愛者などをも含む異
質な他者の自由を制限する方向に作動する傾向
があるのではないかとし、そこに「リベラルな
価値」を接続させることができるのか、あるい
は日本の伝統的な価値観から「リベラルな価
値」をどのように引き出しうるのかと問うた。

そして最後に、ハールーン氏は日本人がムス
リムになる場合に家族・親族からの反対がある
ことについて述べたことに触れ、そもそも現状
の日本では宗教的アイデンティティが重要であ
るという認識、あるいは信仰の自由が基本的人
権として認められなければならないということ
が十分に実感されていないのではないかとし
た。これは日本人が自らの宗教的アイデンティ
ティを自覚していないということとも関連して
いるが、しかし国家神道のような官製の宗教的
アイデンティティの構築を再び行うべきではな
い。その意味で、宗教的アイデンティティにつ
いて日本人は単に認知していないだけではない
かという懸念があるとし、野田氏もハールーン
氏も日本において深刻な差別は無いとしたが、
今後日本において他宗教の人々がそれぞれの宗
教的アイデンティティを主張し始めた時に、日
本人がどういう対応をとるのか、またとること
が可能なのか考えていかなければならないだろ
うと述べてコメントを終えた。

７．総合討議

まず小田氏のコメントを受けて、司会から日
本には他宗教に寛容な土壌があるという見方も
あるが、まだ本格的な多宗教状況を経験してい
ないという側面についても考えなければならな
いのではないかという補足がなされ、登壇者に
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この点についての見解を尋ねた。
ハールーン氏は、日本社会におけるイスラー

ム理解は全体としてみるならば良くなってきて
いるとし、知ってもらうことによってより交流
が深まり、そこに衝突は生じないだろうとし
た。西洋諸国においては、歴史的経緯もあって
イスラームに対する態度は複雑であり、やはり
そこには反イスラーム感情も存在するが、日本
ではメディアによって構成された悪いイメージ
はともかくとして、宗教に基づく差別感情はな
いとし、人的交流を重ねることによって良い関
係を築くことができると述べた。具体的には、
東日本大震災後の支援活動などをきっかけとし
て周辺の日本人と交流を深めていることが述べ
られた。

野田氏は、日本人がユダヤ教に改宗すること
は不可能ではないにせよ困難であり、かつ布教
をしているわけでもないので、日本人がユダヤ
教を理解するということは難しく、またそれを
求めているわけではないとした。ユダヤにユダ
ヤの良さがあるように、日本には日本の良さが
あり、それぞれを認めるということで良いので
はないかと述べた。

続いてフロアより、近年の英国における宗教
教育に宗教に対する批判的視座が持ち込まれた
というが、そこで英国国教会、あるいはキリス
ト教が、ある種無意識的に特権的な位置に置か
れているということは無いのか、つまりその批
判的視座がキリスト教に対しても向けられてい
るのかという質問がなされた。

これに対してイプグレイヴ氏は、やはりこれ
は宗教に対する批判的視座であって、英国国教
会も様々なレベルで強い批判を受けていると
し、もともとこの批判的視座の導入は、かつて
行われていた古い多文化主義教育において、多
様性を無条件に良いものとするようなアプロー
チが取られていたことへの反省という面がある
とした。そして、既に述べたようにその導入に
際して宗教的過激主義への警戒があったが、こ
れに加えて、基調講演では触れなかったが例え

ばリチャード・ドーキンスのような世俗主義者
達の主張も大きな影響力を持ったとし、そうし
た世俗主義者達の立場からするとやはり宗教そ
のものが問題とされると述べた。

次にハールーン氏に対して、大塚モスクに集
まるムスリム達の性格と、また日本社会で暮ら
すことがイスラームの信仰実践に何か影響を与
えているかという質問がなされた。

これに対してハールーン氏は、確かに様々な
事情からある国や地域の出身者が多いモスクも
あるが、基本的にモスクにくるムスリムに対し
てその国籍や職業などの属性を問うことはな
く、大塚モスクについても様々な人が集まって
いるということまでしかわからないとした。そ
して集まるムスリムについても、出身国別に集
団を作ってお互いに衝突するといったようなこ
とは起きていないと述べた。また日本社会での
生活については、炊き出しや支援活動などは特
にムスリムを対象とせずに行っており、また地
元の催事にも積極的に関わっているとした。

関連して、子弟を日本の学校に通わせる場合
に、日本の文化的・宗教的な性格を持つ行事に
どう関わらせるのか、例えば修学旅行などで社
寺を訪れる場合にどうするのか、あるいはお守
りのようなものをもらった場合にどうするのか
という質問がなされた。

これに対してハールーン氏は、もちろん宗教
的な参拝はしないけれども、社寺を訪問するの
は問題なく、自身も行くと述べ、お守りについ
てはもらったことがないのでわからないとした
上で、お守りそのものを信じるというよりも、
むしろ相手の気持ちを尊重して受け取るかもし
れないとした。

続いて、アンキタ氏に対して、インドにおけ
る宗教教育の状況について質問がなされた。

アンキタ氏は、インドには多様な宗教があ
り、多様な信仰学校があるが、その門戸はしば
しば他の宗教伝統の信者にも開かれていると
し、アンキタ氏自身もジャイナ教の実践者であ
るが、カトリックの学校に通っていたとした。
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その際に、キリスト教を学ばなければならない
ということはなかったが、これは他の信仰学校
でも同様であり、生徒がその信仰学校の宗教を
学ぶことを強制されることはないと述べた。

またアンキタ氏に対して、日本で暮らしてい
て食物の問題は無いかという質問がなされた。

これに対してアンキタ氏は、ベジタリアンと
しての食事を取るために基本的には自炊してお
り、外食についてはやはり少し難しい面がある
と述べた。関連して野田氏が、コーシャーも肉
については難しいが、野菜や果物であれば基本
的に問題はないとした。

また食物と関連して、戒律を犯してしまった
場合に、どのように対処するのかという質問が
なされた。例えば神道の場合、喪の最中は神社
への参拝を控えることになっているが、どうし
ても参拝しなければならない場合のための儀礼
があり、同様のことがあるのかという補足がな
された。

これに対してハールーン氏は、まず知らずに
食べてしまった場合には罪にならないとし、
知っていて食べた場合には罪になるが、これは
反省するしかないと述べた。更に補足して、イ
スラームには人と神との間の罪と、人と人との
間の罪の二つの罪があり、食物に関する罪を含
む前者について、神が赦してくれるかどうかは
最後の審判の際に明らかになるので、それまで
人はただ反省することしかできないとした。他
方、後者については、相手の人に赦してもらわ
ないと神から赦されることは無いので、相手に
対して謝罪や賠償などを行わなければならず、
実践的にはこちらの罪の方が大きな問題となる
と述べた。

また野田氏は、実際に戒律違反をしてしまう
ことはあるだろうとし、特に日本社会で生活す
る際に厳格に戒律を守ることは、例えばコー
シャー食肉の入手などを考えても困難であると
指摘し、これに付け加えて命に関わるような場
合には禁じられている食物を食べることが許さ
れていると述べた。そして、こうした罪に対す

る対応について、祈りの中で悔悟することがあ
り、また宗教的な義務として行う断食に、人間
と神の間の罪に対する悔い改めが含まれている
とした。更に、戒律の実践の度合いにはやはり
個人差があり、柔軟に実践されている面がある
と述べた。

アンキタ氏は、基本的にインドで行われてい
る宗教は柔軟であり、どの程度戒律を守るかは
個人に委ねられているとし、また戒律違反に対
する制裁があるわけでもないとした。例えば
ジャイナ教の戒律についても、厳格に行うので
あれば野菜の中でも根菜は食べないことになっ
ているが、この点については気にしない実践者
もいると述べた。

これらを受けて司会より、宗教的な戒律は罰
則があるから守るというような感覚で行われて
いるわけではないという補足がなされた。

次に、冠婚葬祭への参加について質問があ
り、ハールーン氏はやはり日本で親しくしてい
る人が亡くなった場合などは、故人を偲んで仏
教式の葬式に参列するとした上で、焼香のよう
な宗教的な儀礼については遠慮させてもらって
いると述べた。野田氏は、ユダヤ教の神は唯一
の神であるため、本来ならばキリスト教の教会
や仏教の寺院など他の宗教施設に立ち入ること
を避けなければならないとした上で、しかし日
本で暮らす場合には、やはり仏教式の葬式に参
列しなければならない場合があるため、戒律は
戒律としてあるが、その実践は状況に応じて変
わるとした。またアンキタ氏は、インドの状況
がもともと多宗教なので、例外はあるとしても
他宗教の儀礼に参加するのは基本的に問題ない
と述べた。

これを受けて司会より、確かに個別の状況に
応じて対応が個人に委ねられている面がある
が、例えば多民族・多宗教状況の長い英国では、
他宗教の宗教行事への参加についての社会的慣
行のようなものが形成されているのかという問
いが出された。これに対してイプグレイヴ氏
は、前提としてやはり宗教的儀礼という側面の
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強い行事への参加については個別的な対応がな
されていると述べ、その上で例えばクリスマス
のように、ある種世俗的な色彩をまとった祝祭
として行われている行事については、宗教を問
わず多くの人々が参加しているとした。別の例
として英国のレスターはヒンドゥー人口が多い
都市であるが、そこではヒンドゥーの祭礼であ
るディワーリーが、やはり娯楽的な祝祭として
ヒンドゥー教徒以外の参加者も引きつけている
と述べた。

また関連して埋葬方法と墓地の問題について
質問が出された。ハールーン氏はイスラーム墓
地について、例えば山梨のムスリム墓地のよう
に既存のものについては高価であるという問題
があるため、最近実費だけで埋葬を行うことが
できる信者向けのイスラーム墓地を茨城に造っ
たことを紹介した。また火葬と土葬について、
国際結婚をしたムスリム夫婦の日本人が亡く
なった場合に、日本人側の遺族が本人は結婚の
ために改宗しただけであって、イスラーム式の
葬式や土葬を望んでいたわけではないと主張し
て問題となったことがあったとし、どういう形
の埋葬方法であれ、本人が遺言書を残して明確
にしておくことが望ましいと述べた。

野田氏は、もちろん土葬が望ましく、遺体を
イスラエルに空輸することもあるとした上で、
日本でも外国人墓地であればユダヤ式の埋葬法
を守ることができると述べた。これに付け加え
て最近のユダヤ人の中には土葬にこだわらない
ものもあり、時代に応じた変化が見られるとした。

アンキタ氏は、例えばヒンドゥー教では男性
の遺族が火葬を執り行って遺灰を河などに流す
のが一般的であるように、インド出自の宗教で
は火葬が普通であるため、その点については日
本でも問題は無いだろうとした上で、インドか
ら来た人が日本で亡くなった場合は、おそらく
遺灰をインドに持ち帰り、河に流すなどするの
ではないかとした。

また冠婚葬祭に関連して、ここ10年程の間
に、国際結婚を行う二人が神社で神道式の結婚

式を行うという事例が増えてきているが、その
際に例えばカミに玉串を捧げるといったような
神道の宗教的な儀礼はどのようにすればよいの
かという質問がなされた。補足として、質問者
の知る範囲では、結婚する二人について片方が
日本人の場合だけでなく、両方とも外国人の場
合もあること、また神道的な儀礼をするかどう
か訊ねると、他の宗教の自覚的な信者である場
合にも進んで実践したいという答えが帰ってく
る場合があることが述べられ、例えば過去にキ
リスト教徒とムスリムの結婚式を神前式で執り
行ったことがあるとした。また、多くの場合、
日本では神前結婚式を行うが、これとは別に母
国でそちらの流儀に従った結婚式を行っている
ようであるということも付け加えられた。

これに対してハールーン氏は、確かにムスリ
ムは啓典の民であるユダヤ教徒・キリスト教徒
と結婚することができるが、その際に神道式、
あるいは仏教式の結婚式を挙げるという話は自
身の知る限りでは無いように思うとした。

野田氏は、その土地の神さまに祝福してほし
いということでユダヤ教徒が神道式の結婚式を
行うということはありうるだろうと述べた。ま
た、関連して仏教に関心を持つユダヤ人がお
り、特にチベットの置かれた状況もあってダラ
イ・ラマには親近感が抱かれているということ
を述べた。

アンキタ氏は、宗教の異なる二人が結婚する
場合にそれぞれの宗教の形式で結婚式を行うこ
とはインドでもあるとした上で、しかしインド
では結婚相手を両親が選ぶことも多く、その場
合にどのような結婚式を行うかは当事者の選択
というよりも、家庭・社会環境からの要請が大
きな意味を持つとした。

これらの討議を受けて、まとめとして司会よ
り、本国際研究フォーラムでは現実の生きた宗
教のあり方について論じることができたが、
翻ってこうした知見を学校教育で教えていくた
めには、まずそれを教えることのできる教員を
養成せねばならないこと、かつそれは国や政府
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に頼って行うべきではなく、インターネットや
情報技術を活用してグローバルに連携しながら
進めていくべきこと、そして何よりもそれを推
進していく方向に宗教研究者の意識を変えてい
かなければならないこと等が今後の展望として
述べられ、最後に登壇者への拍手をもって閉会
となった。


